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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第110期中 第111期中 第112期中 第110期 第111期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等     

売上高 (百万円) 41,282 41,110 44,552 83,181 84,410

経常利益 (百万円) 2,911 3,193 4,109 4,861 6,538

中間(当期)純利益 (百万円) 1,388 1,598 2,130 2,677 3,499

純資産額 (百万円) 57,580 61,308 72,120 59,313 64,504

総資産額 (百万円) 102,798 103,468 108,114 104,733 107,932

１株当たり純資産額 (円) 560.46 603.26 641.60 576.38 638.71

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 13.51 15.64 21.13 25.06 33.32

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.0 59.3 59.8 56.6 59.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,953 3,064 1,140 6,029 6,758

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,026 △1,374 △1,314 △3,079 △3,793

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,928 △3,019 △1,826 △3,079 △3,929

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 10,703 9,974 8,350 11,573 10,348

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用人員] 

(名) 
1,453 

 

1,388

[191]

1,390

[179]

1,433 

 

1,370

[182]

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 20,209 20,177 24,076 39,704 42,220

経常利益 (百万円) 2,010 1,632 2,633 3,272 3,655

中間(当期)純利益 (百万円) 1,165 1,025 1,624 2,157 2,257

資本金 (百万円) 21,838 21,838 21,838 21,838 21,838

発行済株式総数 (千株) 104,939 104,939 104,939 104,939 104,939

純資産額 (百万円) 47,357 50,185 52,414 48,776 52,669

総資産額 (百万円) 69,498 70,901 74,703 69,948 74,083

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 6.00 6.00

自己資本比率 (％) 68.1 70.8 70.2 69.7 71.1

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用人員] 

(名) 
685 

 

717

[70]

734

[78]

685 

 

707

[71]



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３ 提出会社の経営指標等で、「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

４ 平成16年９月中間期及び平成17年３月期の連結及び提出会社の平均臨時雇用人員については、その総数が従業員数の100

分の10未満であるため、記載を省略している。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ている。 

  

２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な関係会社

に異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数(当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当グループへの出向者を含む。)であ

り、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。 

なお、臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員および派遣社員を含んでいる。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は〔 〕

内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。 

なお、臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員および派遣社員を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

化学品事業 1,321〔167〕 

その他事業 34〔 9〕 

全社(共通) 35〔 3〕 

合計 1,390〔179〕 

従業員数(名) 734〔78〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、原燃料価格の高騰が続いたが、好調な企業収益を背景に設備投資が拡大

し、雇用・所得環境の改善に伴い個人消費も増加するなど、回復基調の中で推移した。 

このような状況のもと、当グループにおいては、積極的な営業活動を行うとともに、新製品の開発や原油・非鉄

金属等の原燃料価格の上昇への対応に取り組んだ結果、当中間連結会計期間の売上高は44,552百万円と前中間連結

会計期間に比べ3,441百万円(8.4％)の増収となり、営業利益は4,167百万円と前中間連結会計期間に比べ1,072百万

円(34.6％)、経常利益は4,109百万円と前中間連結会計期間に比べ915百万円(28.7％)、中間純利益は2,130百万円と

前中間連結会計期間に比べ532百万円(33.3％)の増益となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、以下の通りである。 

売上高の90％超を占める化学品事業は、電子機器向けを中心に全般的に堅調に推移したこと、さらに原燃料価格

の上昇に対する製品価格是正に取り組んだ結果、売上高は43,958百万円と前中間連結会計期間に比べ3,377百万円

(8.3％)の増収、営業利益は4,857百万円と前中間連結会計期間に比べ1,130百万円(30.3％)の増益となった。 

また、その他事業は、積極的な営業活動を展開した結果、売上高は594百万円と前中間連結会計期間に比べ64百万

円(12.2％)の増収、営業損失は39百万円と前中間連結会計期間に比べ14百万円(26.4％)の増益となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローに関しては、以下の通りである。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動によるキャッシュ・フローは1,140百万円と前中間連結会計期間に比べ

1,923百万円減少した。これは、主として税金等調整前中間純利益は増加したものの、拡販に伴う増収により売上

債権が増加したことによるものである。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローは△1,314百万円と前中間連結会計期間に比べ

60百万円増加した。これは、主として長期性預金の預入、子会社株式および投資有価証券の売却が当中間連結会

計期間にはなかったことによるものである。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動によるキャッシュ・フローは△1,826百万円と前中間連結会計期間に比べ

1,193百万円増加した。これは、主として短期借入金の返済による支出が減少したことによるものである。 

以上の結果、当中間連結会計期間末における現金および現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,998百万円減

少し、8,350百万円となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ セグメント別の生産高を正確に把握することは困難なため、概算値で表示している。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当グループの主要製品については、主に見込み生産を行っている。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、いずれの相手先についても当該割合が100分の

10未満のため記載を省略している。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに発生したものはな

い。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

化学品事業 26,367 16.7 

その他事業 287 △22.4 

合計 26,655 16.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

化学品事業 43,958 8.3 

その他事業 594 12.2 

合計 44,552 8.4 



５ 【研究開発活動】 

当グループの研究開発活動については、提出会社の中央研究所、堺商品開発研究所、小名浜商品開発研究所および

医薬研究所の４研究所を中心に長年培ってきた独自技術を生かし、長期的成長の基礎となる研究を行うとともに、事

業戦略上急務となっている開発課題に取り組んでいる。連結子会社においても、自社製品の品質向上あるいは新製品

開発のための研究を各々の部門において行っている。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費用は、1,379百万円である。 

  

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりである。 

  

(化学品事業) 

(1) 機能性無機材料・ナノ材料 

中央研究所では、当社が得意とする粉体プロセシング技術を核に、誘電体材料や導電性材料を中心とする高

結晶性超微粒子、二次電池・燃料電池材料、ディスプレイデバイス周辺材料等々の開発に取り組み、パイロッ

トスケールでの試作試売によってその商品価値を確認の後、順次事業部へ技術移管している。昨下期から今上

期にかけての具体的成果例として、平成13年より開発に着手したPDP向けBa-Al-Mg系蛍光体の製造を、パイロッ

ト工場から電子材料事業部の生産部門に移管し、大手PDPメーカーへ本格的な販売を開始したこと、同じく150

～200nmの微細誘電体材料の量産技術を確立し、販売を開始したこと等を挙げることができる。 

小名浜商品開発研究所では、酸化チタン・酸化亜鉛およびバリウム化合物の機能性をより高めた商品の開発

および製造プロセス技術の開発を行っている。また、ナノ材料についても技術改良グレードの開発に取り組ん

でいる。 

(2) 触媒 

堺商品開発研究所では、注力すべき分野を環境・エネルギー・化学プロセスとし、触媒事業の拡大を図るべ

く開発に取り組んでいる。 

特に環境用途では脱臭触媒、揮発性有機物(ＶＯＣ)除去触媒の開発及びディーゼルエンジン排ガス用途触媒

の開発、また、エネルギー用途では昨今急速に実用化気運にある燃料電池用触媒の開発に注力している。化学

プロセス用途では顧客との協力関係を強化して、プロセル用途により適合した新触媒の開発を行っている。 

(3) 有機化成品 

中央研究所で、イオウ、リン、窒素などのヘテロ有機化合物合成技術をベースとして、光学材料、電子材

料、医薬中間体等の有機化成品材料の開発に取り組んでいる。 

特に、メルカプトカルボン酸誘導体をベースに、耐加水分解性に優れたポリチオール系新材料を創出し、エ

ポキシ硬化剤、ＵＶ硬化剤等分野での商品展開に努め、順次グループ会社に技術移管している。 



(4) 医薬品 

医薬研究所では、高濃度化指向にある硫酸バリウムⅩ線造影剤の市場ニーズに対応し、今年、新規粉末造影

剤２品目の製造承認を取得したが、さらに高濃度対応製品のラインアップのため、研究・開発に取り組んでい

る。ＯＴＣ分野においては新規「解熱鎮痛剤」等を研究中である。 

下肢静脈瘤硬化剤「ポリドカスクレロール」は、今夏に承認を取得し、年内にはゼリア新薬工業株式会社か

ら販売の予定であるが、引き続き販売後の調査や臨床試験の実施に取り掛かる。 

また、海外と共同開発を行ってきた「アレルギー治療剤」については引き続き前臨床試験を実施している

が、「成長ホルモン放出因子誘導体」、「皮膚疾患治療剤」については、終息の方向で進めている。 

(5) 機能性インキ・各種分散体 

レジノカラー工業株式会社では創業以来培ってきた顔料の分散技術を応用して、新規フィラーの分散に取り

組んでいる。特に電子機器や静電防止材料としての導電性インクやエレクトロニクス部品、自動車等の分野で

使用される接着剤等の機能性インキの開発を行っている。また各種樹脂、エラストマー等に機能性を付加する

マスターバッチや家庭用食品包装資材、入浴剤・化粧品用分散体等の開発にも取り組んでいる。 

(6) 樹脂添加剤・接着剤 

共同薬品株式会社では、塩ビ用安定剤、非塩ビ添加剤に次ぐ製品に成長させるべくＦＰＣ用接着剤の開発を

行っている。また同社の固有技術である顆粒化技術、流動性改良技術を活かしたＰＢＴ樹脂用難燃助剤の開発

に成功し、この製品が属する難燃樹脂用添加剤分野は市場規模も極めて大きいことから、さらなる新製品の研

究に努力している。 

  

以上のほかに 

(7) 内視鏡洗浄・消毒器、注腸用機器等の医療機器の開発 

(8) 栄養機能食品、特定保健用食品の開発 

(9) 道路標示材の開発 

(10) その他無機・有機化成品の新製品の開発 

等のテーマに取り組んでいる。なお、化学品事業に係る研究開発費用は1,379百万円である。 

  

(その他事業) 

特記すべき事項はない。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月18日)

上場証券取引所名
又は登録証券業協会名

内容 

普通株式 104,939,559 104,939,559

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 104,939,559 104,939,559 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年９月30日 ― 104,939,559 ― 21,838 ― 16,311



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、資産管理サービス信託銀行株式

会社の所有株式数は、それぞれ全て信託業務に係る株式である。 

２ 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は613千株である。 

３ 当社は自己株式4,120千株を保有しているが、上記大株主から除外した。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 9,465 9.02

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 7,121 6.79

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 6,900 6.58

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 5,567 5.30

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 5,025 4.79

資産管理サービス信託銀行 
株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 3,647 3.48

株式会社みずほコーポレート 
銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 

(東京都中央区晴海１丁目８番12号) 
3,416 3.26

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,920 2.78

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
(常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社東京支店) 

25  CABOT  SQUARE,  CANARY WHARF, 
LONDON E14 4QA ENGLAND 

(東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号) 
2,577 2.46

ゴールドマン・サックス・ 
インターナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 

(東京都港区六本木６丁目10番１号) 
2,184 2.08

計 ― 48,825 46.53



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株(議決権８個)含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、大阪証券取引所第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

4,120,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

100,520,000 
100,520 ― 

単元未満株式 普通株式 299,559 ― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 104,939,559 ― ― 

総株主の議決権 ― 100,520 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
堺化学工業株式会社 

大阪府堺市堺区 
戎之町西１丁１番23号 

4,120,000 ― 4,120,000 3.93

計 ― 4,120,000 ― 4,120,000 3.93

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 633 640 599 584 618 615

最低(円) 597 555 490 525 555 578



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、ナニワ監査法人により中間監査を受けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     9,974 8,360   10,348 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

※６   26,584 30,748   28,161 

３ たな卸資産     11,450 12,050   11,349 

４ その他     1,475 1,336   1,281 

５ 貸倒引当金     △150 △141   △152 

流動資産合計     49,334 47.7 52,354 48.4   50,989 47.2

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物及び 
  構築物 

  28,672   29,635 28,823   

減価償却 
累計額 

  △18,563 10,108 △19,329 10,305 △18,979 9,844 

(2) 機械装置及び 
  運搬具 

  60,043   59,584 60,541   

減価償却 
累計額 

  △50,516 9,527 △50,830 8,754 △51,234 9,307 

(3) 土地     16,719 16,728   16,728 

(4) その他   5,120   5,215 5,147   

減価償却 
累計額 

  △3,730 1,390 △3,768 1,446 △3,691 1,455 

有形固定資産 
合計 

    37,745 37,235   37,335 

２ 無形固定資産     108 115   103 

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券   11,705   12,883 14,830   

(2) その他   4,676   5,668 4,784   

(3) 貸倒引当金   △102 16,280 △142 18,408 △111 19,503 

固定資産合計     54,133 52.3 55,759 51.6   56,942 52.8

資産合計     103,468 100.0 108,114 100.0   107,932 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

※６   9,249 10,552   10,040 

２ 短期借入金 ※１   10,437 9,524   10,194 

３ 賞与引当金     1,189 1,204   1,146 

４ その他の引当金 ※４   62 135   56 

５ その他     5,365 6,519   6,091 

流動負債合計     26,304 25.4 27,935 25.8   27,529 25.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※１   1,842 1,156   1,634 

２ 退職給付引当金     5,257 5,213   5,274 

３ その他の引当金 ※５   720 778   779 

４ その他     773 908   765 

固定負債合計     8,593 8.3 8,057 7.5   8,453 7.8

負債合計     34,897 33.7 35,993 33.3   35,983 33.3

(少数株主持分)           

少数株主持分     7,261 7.0 ― ―   7,444 6.9

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     21,838 21.1 ― ―   21,838 20.2

Ⅱ 資本剰余金     19,311 18.7 ― ―   19,311 17.9

Ⅲ 利益剰余金     17,725 17.1 ― ―   19,625 18.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    3,782 3.7 ― ―   5,526 5.1

Ⅴ 為替換算調整勘定     △18 △0.0 ― ―   △8 △0.0

Ⅵ 自己株式     △1,330 △1.3 ― ―   △1,788 △1.6

資本合計     61,308 59.3 ― ―   64,504 59.8

負債、少数 
株主持分 
及び資本合計 

    103,468 100.0 ― ―   107,932 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     ― ― 21,838 20.2   ― ―

２ 資本剰余金     ― ― 19,311 17.9   ― ―

３ 利益剰余金     ― ― 21,043 19.5   ― ―

４ 自己株式     ― ― △1,791 △1.7   ― ―

株主資本合計     ― ― 60,402 55.9   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金 

    ― ― 4,293 4.0   ― ―

２ 繰延ヘッジ損益     ― ― 0 0.0   ― ―

３ 為替換算 
  調整勘定 

    ― ― △11 △0.0   ― ―

評価・換算 
差額等合計 

    ― ― 4,282 4.0   ― ―

Ⅲ 少数株主持分     ― ― 7,435 6.8   ― ―

純資産合計     ― ― 72,120 66.7   ― ―

負債 
純資産合計 

    ― ― 108,114 100.0   ― ―

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     41,110 100.0 44,552 100.0   84,410 100.0

Ⅱ 売上原価     30,645 74.5 33,199 74.5   63,242 74.9

売上総利益     10,464 25.5 11,352 25.5   21,168 25.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１   7,369 18.0 7,185 16.1   14,560 17.3

営業利益     3,095 7.5 4,167 9.4   6,607 7.8

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   4   14 10   

２ 受取配当金   269   95 303   

３ 賃貸料収入   38   52 81   

４ その他   39 351 0.9 47 209 0.5 105 501 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   75   69 144   

２ たな卸資産廃棄 
  損 

  84   54 161   

３ たな卸資産 
  評価損 

  ―   52 81   

４ 損害賠償金   ―   30 ―   

５ その他   93 253 0.6 60 267 0.7 182 570 0.7

経常利益     3,193 7.8 4,109 9.2   6,538 7.7

Ⅵ 特別利益           

１ 子会社株式売却 
  益 

  102   ― 102   

２ 投資有価証券売 
  却益 

  85 187 0.5 ― ― ― 85 187 0.2

Ⅶ 特別損失           

１ 子会社株式売却 
  損 

  51   ― 51   

２ 有形固定資産廃 
  棄損 

  39   59 150   

３ 有形固定資産売 
  却損 

※２ 25   ― 25   

４ 減損損失 ※３ 27   ― 29   

５ その他   3 147 0.4 ― 59 0.1 10 267 0.3

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    3,233 7.9 4,050 9.1   6,458 7.6

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,401   1,694 2,701   

法人税等調整額   ― 1,401 3.4 ― 1,694 3.8 △129 2,571 3.0

少数株主利益     233 0.6 225 0.5   387 0.5

中間(当期) 
純利益 

    1,598 3.9 2,130 4.8   3,499 4.1

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 19,311 19,311

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

19,311 19,311

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 16,831 16,831

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 中間(当期)純利益 1,598 3,499  

２ 連結子会社増加に 
  伴う増加高 

15 1,613 15 3,514

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 616 616  

２ 役員賞与 103 719 103 719

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

17,725 19,625

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 21,838 19,311 19,625 △1,788 58,987 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注) ― ― △604 ― △604 

 役員賞与金(注) ― ― △108 ― △108 

 中間純利益 ― ― 2,130 ― 2,130 

 自己株式の取得 ― ― ― △3 △3 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― 1,417 △3 1,414 

平成18年９月30日残高(百万円) 21,838 19,311 21,043 △1,791 60,402 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,526 ― △8 5,517 7,444 71,949 

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― ― △604 

 役員賞与金(注) ― ― ― ― ― △108 

 中間純利益 ― ― ― ― ― 2,130 

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △3 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △1,232 0 △2 △1,234 △8 △1,242 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△1,232 0 △2 △1,234 △8 171 

平成18年９月30日残高(百万円) 4,293 0 △11 4,282 7,435 72,120 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

１ 税金等調整前 
  中間(当期)純利益 

 3,233 4,050 6,458 

２ 減価償却費  1,599 1,489 3,381 

３ 減損損失  27 ― 29 

４ 連結調整勘定償却額  △0 ― △1 

５ のれん償却額  ― △1 ― 

６ 貸倒引当金の増加 
  (△減少)額 

 8 19 20 

７ 賞与引当金の増加 
  (△減少)額 

 93 57 51 

８ 退職給付引当金の増加 
  (△減少)額 

 51 △60 68 

９ 受取利息及び受取配当金  △274 △110 △313 

10 支払利息  75 69 144 

11 売上債権の減少(△増加)額  258 △2,616 △1,321 

12 たな卸資産の減少 
  (△増加)額 

 △510 △697 △393 

13 仕入債務の増加(△減少)額  △631 557 119 

14 役員賞与の支払額  △120 △131 △120 

15 その他  313 △31 1,008 

小計  4,125 2,594 9,131 

16 利息及び配当金の受取額  274 109 314 

17 利息の支払額  △73 △69 △143 

18 法人税等の支払額  △1,262 △1,493 △2,543 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,064 1,140 6,758 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

１ 長期性預金の預入による 
  支出 

 △600 ― △1,750 

２ 有形固定資産の取得による 
  支出 

 △1,399 △1,137 △2,493 

３ 有形固定資産の売却による 
  収入 

 0 0 0 

４ 無形固定資産の取得による 
  支出 

 △56 △27 △117 

５ 連結範囲の変更を伴う子会 
  社株式の売却による収入 

 397 ― 397 

６ 連結子会社株式の追加取得 
  による支出 

 △75 △27 △77 

７ 連結子会社株式の一部売却 
  による収入 

 0 ― 0 

８ 投資有価証券の取得による 
  支出 

 △140 △154 △290 

９ 投資有価証券の売却による 
  収入 

 221 ― 235 

10 貸付金の貸付による支出  △2 ― △14 

11 貸付金の回収による収入  277 26 311 

12 その他  3 4 3 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,374 △1,314 △3,793 



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

１ 短期借入金の純増加 
  (△純減少)額 

 △1,529 △270 △2,001 

２ 長期借入れによる収入  400 ― 972 

３ 長期借入金の返済による 
  支出 

 △665 △877 △1,216 

４ 自己株式の取得による支出  △547 △3 △1,004 

５ 配当金の支払額  △616 △605 △617 

６ 少数株主への配当金の 
  支払額 

 △61 △70 △61 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,019 △1,826 △3,929 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 3 0 12 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 
  (△減少)額 

 △1,326 △1,998 △951 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 11,573 10,348 11,573 

Ⅶ 連結子会社増加に伴う 
  現金及び現金同等物の増加額 

 41 ― 41 

Ⅷ 連結子会社減少に伴う 
  現金及び現金同等物の減少額 

 △314 ― △314 

Ⅸ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※１ 9,974 8,350 10,348 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数 13社 
   (主要な連結子会社名) 
   ㈱カイゲン、堺商事㈱ 
   なお、エム・エルエンジニア

リング㈱およびみかど産業㈱
については、保有株式を売却
したことにより、連結子会社
から除外している。 

   また、SAKAI TRADING EUROPE 
GmbHについては、当中間連結
会計期間より連結子会社に含
めている。 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数 13社 
   (主要な連結子会社名) 
   ㈱カイゲン、堺商事㈱ 
  

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数 13社 
   連結子会社名は「第１ 企業

の概況 ３ 事業の内容」に
記載しているため、省略して
いる。 

   なお、エム・エルエンジニア
リング㈱およびみかど産業㈱
については、保有株式を売却
したことにより、連結子会社
から除外している。 

   また、SAKAI TRADING EUROPE 
GmbHについては、当連結会計
年度より連結子会社に含めて
いる。 

 (2) 非連結子会社の数 10社 
   (主要な非連結子会社名) 
    なし 

 (2) 非連結子会社の数 ９社 
   (主要な非連結子会社名) 

同左 

 (2) 非連結子会社の名称等 
   非連結子会社名は「第１ 企

業の概況 ３ 事業の内容」
に記載しているため、省略し
ている。 

 (連結の範囲から除いた理由) 
   非連結子会社は総資産、売上

高、中間純損益(持分に見合
う額)及び利益剰余金(持分に
見合う額)等のいずれも少額
であり、中間連結財務諸表に
重要な影響を及ぼしていない
ためである。 

 (連結の範囲から除いた理由) 
同左 

 (連結の範囲から除いた理由) 
   非連結子会社は総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合
う額)及び利益剰余金(持分に
見合う額)等のいずれも少額
であり、連結財務諸表に重要
な影響を及ぼしていないため
である。 

２ 持分法の適用に関する事項 
  すべての非連結子会社及び関連
会社は、それぞれ中間連結純損
益及び連結利益剰余金等に及ぼ
す影響は軽微であり、全体とし
て中間連結財務諸表に重要な影
響を及ぼしていないため、持分
法は適用していない。 

２ 持分法の適用に関する事項 
同左 

２ 持分法の適用に関する事項 
  すべての非連結子会社及び関連
会社は、それぞれ連結純損益及
び連結利益剰余金等に及ぼす影
響は軽微であり、全体として連
結財務諸表に重要な影響を及ぼ
していないため、持分法は適用
していない。 

  なお、非連結子会社名及び関連
会社名は、「第１ 企業の概況
３ 事業の内容」に記載してい
るため、省略している。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 

  連結子会社のうち、中間決算日
が中間連結決算日(９月30日)と
異なる子会社は次のとおりであ
る。 

  中間連結財務諸表作成に当たっ
ては、個々の中間決算日現在の
中間財務諸表を使用し、中間連
結決算日との間に生じた重要な
取引については、連結上必要な
調整を行っている。 

会社名   
中間 
決算日 

SAKAI TRADING  
NEW YORK INC. 

  ６月30日

SAKAI AUSTRALIA  
PTY LTD. 

  ６月30日

SAKAI TRADING  
EUROPE GmbH 

  ６月30日

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 

同左 

３ 連結子会社の決算日等に関する
事項 

  連結子会社のうち、決算日が連
結決算日(３月31日)と異なる子
会社は次のとおりである。 

  連結財務諸表作成に当たって
は、個々の決算日現在の財務諸
表を使用し、連結決算日との間
に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行って
いる。 

会社名   決算日 

SAKAI TRADING 
NEW YORK INC. 

  12月31日 

SAKAI AUSTRALIA  
PTY LTD. 

  12月31日 

SAKAI TRADING  
EUROPE GmbH 

  12月31日 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

     …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は主として総平均

法により算定してい

る。) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

     …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は主として総平

均法により算定してい

る。) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

     …決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は主として総平均

法により算定してい

る。) 

     時価のないもの 

     …主として総平均法によ

る原価法 

     時価のないもの 

     …主として総平均法によ

る原価法 

     時価のないもの 

     …主として総平均法によ

る原価法 

  ② たな卸資産 

    主として総平均法による低

価法 

  ② たな卸資産 

同左 

  ② たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

    主として定率法によってい

る。ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては、定額法によってい

る。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりである。 

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び 
運搬具 

２～17年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

    定額法によっている。 

  ② 無形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上して

いる。 

  ② 賞与引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

同左 

―――   ③ 役員賞与引当金 

    役員に対する賞与の支出に

備えるため、当連結会計年

度末における支給見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

いる。 

――― 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。 

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

  ④ 退職給付引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上している。 

    会計基準変更時差異は、５

年による均等額を費用処理

している。 

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

 (4) 重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は中間連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。な

お、在外子会社等の資産、負

債、収益及び費用は、中間決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は少数

株主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて

計上している。 

 (4) 重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は中間連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。な

お、在外子会社等の資産、負

債、収益及び費用は、中間決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含め

て計上している。 

 (4) 重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。な

お、在外子会社等の資産、負

債、収益及び費用は、決算日

の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為

替換算調整勘定に含めて計上

している。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用して

いる。 

    なお、為替予約については

振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を、金

利スワップについては特例

処理の要件を満たしている

場合は特例処理を採用して

いる。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ａ ヘッジ手段 

     …為替予約 

     ヘッジ対象 

     …輸出取引による外貨建

売上債権、輸入取引に

よる外貨建仕入債務等

及び外貨建予定取引 

   ｂ ヘッジ手段 

     …金利スワップ 

     ヘッジ対象 

     …変動金利借入金 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

    ヘッジ対象に係る為替変動

リスクは外貨建債権債務の

残高の範囲内でヘッジして

おり、金利変動リスクは変

動金利借入金の一部につい

て、ヘッジしている。 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性の評価方法 

    為替予約は、予約締結時に

リスク管理方針に従って、

外貨建による同一金額で同

一期日の為替予約をそれぞ

れの外貨建債権債務に振当

てているため、その後の為

替相場の変動による相関関

係は完全に確保されている

ので、当中間連結会計期間

末における有効性の評価を

省略している。 

    金利スワップは、契約締結

時にリスク管理方針に従っ

て、同一金額で同一期日の

金利スワップをそれぞれの

変動金利借入金に振当てて

いるため、その後の市場金

利の変動による相関関係は

完全に確保されているの

で、当中間連結会計期間末

における有効性の評価を省

略している。 

  ④ ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

  ④ ヘッジ有効性の評価方法 

    為替予約は、予約締結時に

リスク管理方針に従って、

外貨建による同一金額で同

一期日の為替予約をそれぞ

れの外貨建債権債務に振当

てているため、その後の為

替相場の変動による相関関

係は完全に確保されている

ので、当連結会計年度末に

おける有効性の評価を省略

している。 

    金利スワップは、契約締結

時にリスク管理方針に従っ

て、同一金額で同一期日の

金利スワップをそれぞれの

変動金利借入金に振当てて

いるため、その後の市場金

利の変動による相関関係は

完全に確保されているの

で、当連結会計年度末にお

ける有効性の評価を省略し

ている。 

 (7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

いる。 

 (7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

   消費税等の会計処理 

同左 

 (7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってい

る。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



  
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用している。

これにより税金等調整前中間純利益

は27百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

している。 

(役員賞与引当金に関する会計基準) 

 「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準第４号 平成17年11

月29日)が会社法施行日(平成18年５

月１日)以後終了する連結会計年度

の中間連結会計期間から適用される

ことに伴い、当中間連結会計期間よ

り当該会計基準を適用している。 

 これにより前連結会計年度と同一

の基準を適用した場合に比べて、販

売費及び一般管理費が73百万円増加

し、営業利益、経常利益および税金

等調整前中間純利益がそれぞれ同額

減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、セグメント情報の注記に記載

している。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用している。これに

より税金等調整前当期純利益は29百

万円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

いる。 

  (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準

第５号 平成17年12月９日)および

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日)が会社法施行日(平成18

年５月１日)以後終了する中間連結

会計期間に係る中間連結財務諸表か

ら適用されることに伴い、当中間連

結会計期間より当該会計基準を適用

している。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、64,684百万円である。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、営業外費用の「その

他」に含めて表示していた「たな卸資産廃棄損」(前中

間連結会計期間55百万円)については、営業外費用の総

額の百分の十超となったため、当中間連結会計期間より

区分掲記している。 

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、営業外費用の「その

他」に含めて表示していた「たな卸資産評価損」(前中

間連結会計期間９百万円)および「損害賠償金」(前中間

連結会計期間２百万円)については、営業外費用の総額

の百分の十超となったため、当中間連結会計期間より区

分掲記している。 

  (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

より「のれん償却額」と表示している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  
次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりである。 

建物及び構築物 
5,815百万円
(4,594百万円)

機械装置及び 
運搬具 

7,450百万円
(7,450百万円)

土地 
5,845百万円
(4,025百万円)

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりである。 

建物及び構築物 
5,169百万円
(4,024百万円)

機械装置及び
運搬具 

5,953百万円
(5,953百万円)

土地 
5,574百万円
(3,753百万円)

計 
16,696百万円
(13,731百万円)

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりである。 

建物及び構築物 
5,345百万円 
(4,162百万円)

機械装置及び
運搬具 

6,292百万円 
(6,292百万円)

土地 
5,574百万円 
(3,753百万円)

   担保付債務は次のとおりであ

る。 

   なお、( )の内書は財団抵当

に供している資産及び当該財

団抵当に係る債務である。 

短期借入金 
1,112百万円
(820百万円)

長期借入金 
1,089百万円
(555百万円)

うち短期借入金
に含まれる１年
以内返済予定の
長期借入金 

503百万円
(359百万円)

   担保付債務は次のとおりであ

る。 

   なお、( )の内書は財団抵当

に供している資産及び当該財

団抵当に係る債務である。 

短期借入金 
200百万円
(―百万円)

長期借入金 
328百万円
(136百万円)

うち短期借入金
に含まれる１年
以内返済予定の
長期借入金 

211百万円
(136百万円)

計 
528百万円
(136百万円)

   担保付債務は次のとおりであ

る。 

   なお、( )の内書は財団抵当

に供している資産及び当該財

団抵当に係る債務である。 

短期借入金 250百万円 

長期借入金 
852百万円 
(395百万円)

うち短期借入金
に含まれる１年
以内返済予定の
長期借入金 

603百万円 
(293百万円)

 ２ 保証債務 

   次の銀行借入に対し、保証を

行っている。 

保証先 保証額 

従業員 
(厚生ローン) 

34百万円 

 ２ 保証債務 

   次の銀行借入に対し、保証を

行っている。 

保証先 保証額 

従業員 
(厚生ローン) 

36百万円 

 ２ 保証債務 

   次の銀行借入に対し、保証を

行っている。 

保証先 保証額 

従業員
(厚生ローン) 

40百万円 

 ３ 受取手形割引高 

  22百万円 

 ３ 受取手形割引高 

  77百万円 

 ３ 受取手形割引高 

  63百万円 

※４ その他の引当金 

返品調整引当金 29百万円 

売上値引引当金 33百万円 

※４ その他の引当金 

返品調整引当金 24百万円 

売上値引引当金 38百万円 

役員賞与引当金 73百万円 

※４ その他の引当金 

返品調整引当金 27百万円 

売上値引引当金 29百万円 

※５ その他の引当金 

役員退職慰労 
引当金 

694百万円 

特定災害防止 
引当金 

26百万円 

※５ その他の引当金 

役員退職慰労
引当金 

748百万円 

特定災害防止
引当金 

29百万円 

※５ その他の引当金 

役員退職慰労
引当金 

751百万円 

特定災害防止
引当金 

27百万円 

――― ※６ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものと

して処理している。 

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休業日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高から除かれて

いる。 

受取手形 1,048百万円 

支払手形 231百万円 

――― 



(中間連結損益計算書関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要なものは次のとおりであ
る。 

運送費 1,237百万円 
従業員給与手当 1,653百万円 
賞与引当金 
繰入額 

563百万円 

退職給付引当金 
繰入額 

163百万円 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要なものは次のとおりであ
る。 

運送費 1,355百万円 
従業員給与手当 1,597百万円 
賞与引当金 
繰入額 

583百万円 

退職給付引当金
繰入額 

168百万円 

役員賞与引当金
繰入額 

73百万円 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要なものは次のとおりであ
る。 

運送費 2,605百万円 
従業員給与手当 3,731百万円 
賞与引当金
繰入額 

579百万円 

退職給付引当金
繰入額 

240百万円 

※２ 有形固定資産売却損 
土地 25百万円 

――― ※２ 有形固定資産売却損 
土地 25百万円 

※３ 減損損失 
当中間連結会計期間におい
て、当グループは以下の資産
グループについて減損損失を
計上した。 

当グループは、事業の種類別
セグメントを基礎とし、遊休
資産および賃貸用資産につい
ては個々の資産ごとにグルー
ピングしている。このうち、
市場価格が著しく下落した遊
休資産について帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失(27百万円)
として特別損失に計上した。
その内訳は、土地27百万円で
ある。 
なお、当資産グループの回収
可能価額は正味売却価額によ
り測定しており、路線価によ
る相続税評価額に基づいて評
価している。 

場所 用途 種類 

福島県 
いわき市 

遊休資産 土地 

――― ※３ 減損損失 
当連結会計年度においては、
当グループは以下の資産グル
ープについて減損損失を計上
した。 

当グループは、事業の種類別
セグメントを基礎とし、遊休
資産および賃貸用資産につい
ては個々の資産ごとにグルー
ピングしている。このうち、
市場価格が著しく下落した遊
休資産について帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失(29百万円)
として特別損失に計上した。
その内訳は、土地29百万円で
ある。 
なお、当資産グループの回収
可能価額は正味売却価額によ
り測定しており、路線価によ
る相続税評価額に基づいて評
価している。 

場所 用途 種類 

福島県
いわき市 

遊休資産 土地 

兵庫県
上郡町 

遊休資産 土地 

 ４ 当中間連結会計期間における
税金費用については、簡便法
により計算しているため、法
人税等調整額は「法人税、住
民税及び事業税」に含めて表
示している。 

 ４     同左 ――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

  

２ 配当に関する事項 

配当金支払額 

平成18年６月29日の定時株主総会において、次のとおり決議している。 

普通株式の配当に関する事項 

  

次へ 

  
前連結会計年度末 
株式数(千株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(千株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(千株) 

当中間連結会計期間末
株式数(千株) 

発行済株式         

    普通株式 104,939 ― ― 104,939 

自己株式         

    普通株式 4,115 5 ― 4,120 

(イ)配当金の総額 604百万円

(ロ)１株当たりの配当額 6円

(ハ)基準日 平成18年３月31日

(ニ)効力発生日 平成18年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係 

(平成17年９月30日) 
現金及び預金勘定 9,974百万円 
現金及び預金勘定 
のうち預入期間が 
３か月を超える 
定期預金 

―百万円 

現金及び 
現金同等物 
中間期末残高 

9,974百万円 

※１ 現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係 

(平成18年９月30日) 
現金及び預金勘定 8,360百万円 
現金及び預金勘定
のうち預入期間が 
３か月を超える 
定期預金 

△10百万円 

現金及び 
現金同等物 
中間期末残高 

8,350百万円 

※１ 現金及び現金同等物の期末残
高と連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係 

  
(平成18年３月31日) 

現金及び預金勘定 10,348百万円 
現金及び預金勘定
のうち預入期間が 
３か月を超える 
定期預金 

―百万円 

現金及び
現金同等物 
期末残高 

10,348百万円 



(リース取引関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、有

形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間

期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算

定している。 

  
工具 
器具 
備品 

無形 
固定 
資産 

その他 合計 

取得価額 
相当額 211 358 102 671百万円

減価償却 
累計額 
相当額 

119 124 48 292百万円

減損損失 
累計額 
相当額 

― ― ― ―百万円

中間 
期末残高 
相当額 

91 234 53 379百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、有

形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間

期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算

定している。 

  
工具 
器具 
備品 

無形
固定 
資産 

その他 合計

取得価額 
相当額 210 377 84 672百万円

減価償却 
累計額 
相当額 

109 190 44 344百万円

減損損失 
累計額 
相当額 

― ― ― ―百万円

中間 
期末残高 
相当額 

100 187 39 328百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、有

形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してい

る。 

工具
器具 
備品 

無形 
固定 
資産 

その他 合計 

取得価額
相当額 201 381 100 683百万円

減価償却
累計額 
相当額 

112 155 53 321百万円

減損損失
累計額 
相当額 

― ― ― ―百万円

期末残高
相当額 88 225 47 361百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

   未経過リース料中間期末残高

相当額 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してい

る。 

１年以内 120百万円 

１年超 258百万円 

計 379百万円 

 リース資産減損 
 勘定の残高 

―百万円 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

   未経過リース料中間期末残高

相当額 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してい

る。 

１年以内 132百万円 

１年超 196百万円 

計 328百万円 

 リース資産減損
 勘定の残高 

―百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額等 

   未経過リース料期末残高相当

額 

   なお、未経過リース料期末残

高相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」に

より算定している。 

１年以内 127百万円 

１年超 234百万円 

計 361百万円 

リース資産減損
 勘定の残高 

―百万円 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 65百万円 

リース資産減損 
勘定の取崩額 

―百万円 

減価償却費相当額 65百万円 

減損損失 ―百万円 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 69百万円 

リース資産減損
勘定の取崩額 

―百万円

減価償却費相当額 69百万円 

減損損失 ―百万円 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 133百万円 

リース資産減損
勘定の取崩額 

―百万円 

減価償却費相当額 133百万円 

減損損失 ―百万円 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)計上額 

  

  

３ 有価証券の減損処理について 

  

  

区分 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 4,217 10,783 6,565 4,691 12,146 7,455 4,518 14,074 9,556

合計 4,217 10,783 6,565 4,691 12,146 7,455 4,518 14,074 9,556

区分 

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

その他有価証券  

① 非上場株式 714 532 551

② 非上場債券 8 4 4

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

有価証券の減損にあたっては、回復

可能性があると認められる場合を除

き、中間連結会計期間末における時

価が取得原価より50％以上下落した

場合に行うこととしている。 

また、中間連結会計期間末における

時価が取得原価より30％以上50％未

満下落した場合にも、対象銘柄の過

去の株価推移等を検討し総合的に判

断した上で、減損処理を行うことと

している。 

同左 有価証券の減損にあたっては、回復

可能性があると認められる場合を除

き、連結会計年度末における時価が

取得原価より50％以上下落した場合

に行うこととしている。 

また、連結会計年度末における時価

が取得原価より30％以上50％未満下

落した場合にも、対象銘柄の過去の

株価推移等を検討し総合的に判断し

た上で、減損処理を行うこととして

いる。 



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定は、先物為替相場を使用している。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

(2) 金利関連 

  

  

前へ     

区分 種類 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の 
取引 

為替予約 
取引                   

売建                   

米ドル 9 ― 10 △0 14 ― 15 △0 18 ― 18 △0

豪ドル 0 ― 0 △0 2 ― 2 △0 1 ― 1 0

ユーロ 0 ― 0 0 7 ― 7 △0 2 ― 2 △0

合計 11 ― 11 △0 24 ― 25 △1 21 ― 22 △0

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

ヘッジ会計を適用しているので、該

当事項はない。 
同左 同左 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法は、日本標準産業分類を参考に区分している。 
２ 各事業の主な製品等 
 (1) 化学品事業……顔料、染料、安定剤、触媒、合成樹脂、電子材料、医薬品、その他の無機及び有機化学品 
 (2) その他事業……工事業(路面標示工事、土木工事)、その他の事業(不動産賃貸業) 
３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用(581百万円)の主なものは、提出会社の総務人事部等
の管理部門に係る費用である。 

  
  (事業区分の方法の変更) 

 事業区分の変更については、当中間連結会計期間に堺商事株式会社がその連結子会社であるエム・エルエンジニアリング
株式会社(「機械事業」)を売却したことに伴い、同社の業務の主体が化学工業製品の輸出入及び国内販売となったため、事
業の実態を反映したより適正なセグメントとすべく同社の事業区分をすべて「化学品事業」に変更した。 
 この結果、従来の方法と比較して当中間連結会計期間の売上高は、「化学品事業」が683百万円増加し、「その他事業」が
683百万円減少している。営業費用は「化学品事業」が893百万円の増加、「その他事業」が652百万円の減少、消去または全
社(配賦不能営業費用)が240百万円減少している。また、営業利益は「化学品事業」が210百万円、「その他事業」が30百万
円それぞれ減少している。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法は、日本標準産業分類を参考に区分している。 
２ 各事業の主な製品等 
 (1) 化学品事業……顔料、染料、安定剤、触媒、合成樹脂、電子材料、医薬品、その他の無機及び有機化学品 
 (2) その他事業……工事業(路面標示工事、土木工事)、その他の事業(不動産賃貸業) 
３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用(653百万円)の主なものは、提出会社の総務人事部等
の管理部門に係る費用である。 

４ 会計処理の変更 
  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に
関する会計基準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用している。これにより、従来の方法によった場合と比
較して、当中間連結会計期間の営業費用は、化学品事業が43百万円増加し、営業利益が同額減少している。また、営業費
用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額が30百万円増加している。 

  

  
化学品事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去または全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

40,581 529 41,110 ― 41,110

(2) セグメント間の内部 
  売上高または振替高 

122 4 126 (126) ―

計 40,703 533 41,237 (126) 41,110

営業費用 36,976 586 37,563 451 38,015

営業利益(または営業損失) 3,727 (53) 3,673 (578) 3,095

  
化学品事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去または全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

43,958 594 44,552 ― 44,552

(2) セグメント間の内部 
  売上高または振替高 

135 2 137 (137) ―

計 44,093 596 44,690 (137) 44,552

営業費用 39,236 635 39,872 512 40,384

営業利益(または営業損失) 4,857 (39) 4,817 (650) 4,167



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法は、日本標準産業分類を参考に区分している。 

２ 各事業の主な製品等 

 (1) 化学品事業……顔料、染料、安定剤、触媒、合成樹脂、電子材料、医薬品、その他の無機及び有機化学品 

 (2) その他事業……工事業(路面標示工事、土木工事)、その他の事業(不動産賃貸業) 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,194百万円)の主なものは、提出会社の総務人事部

等の管理部門に係る費用である。 

  

  (事業区分の方法の変更) 

当連結会計年度 

 事業区分の変更については、当連結会計年度に堺商事株式会社がその連結子会社であるエム・エルエンジニアリング株式

会社(「機械事業」)を売却したことに伴い、同社の業務の主体が化学工業製品の輸出入及び国内販売となったため、事業の

実態を反映したより適正なセグメントとすべく同社の事業区分をすべて「化学品事業」に変更した。 

 この結果、従来の方法と比較して当連結会計年度の売上高は、「化学品事業」が2,666百万円増加し、「その他事業」が

2,666百万円減少している。営業費用は「化学品事業」が3,031百万円の増加、「その他事業」が2,573百万円の減少、消去ま

たは全社(配賦不能営業費用)が458百万円減少している。また、営業利益は「化学品事業」が365百万円減少し、「その他事

業」が92百万円減少している。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメント売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメント売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略している。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメント売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略している。 

  

  
化学品事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去または全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

82,643 1,766 84,410 ― 84,410

(2) セグメント間の内部 
  売上高または振替高 

370 26 396 (396) ―

計 83,014 1,792 84,806 (396) 84,410

営業費用 75,242 1,762 77,005 797 77,802

営業利益 7,771 30 7,801 (1,194) 6,607



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

２ 国または地域の区分の方法は地理的近接度によっている。 

３ 各区分に属する主な国または地域 

    東南アジア…………台湾・韓国・中国 

    北米…………………アメリカ合衆国 

    ヨーロッパ…………ドイツ・イタリア・ベルギー 

    中近東………………イスラエル・トルコ・サウジアラビア 

    その他の地域………オーストラリア 

  

  東南アジア 北米 ヨーロッパ 中近東 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,351 702 564 1,074 515 7,208

Ⅱ 連結売上高(百万円)     41,110

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 
  (％) 

10.6 1.7 1.4 2.6 1.3 17.5

  東南アジア 北米 ヨーロッパ 中近東 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,672 960 554 1,257 603 6,049

Ⅱ 連結売上高(百万円)     44,552

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 
  (％) 

6.0 2.2 1.2 2.8 1.4 13.6

  東南アジア 北米 ヨーロッパ 中近東 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,465 1,329 1,086 2,515 1,038 13,436

Ⅱ 連結売上高(百万円)     84,410

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 
  (％) 

8.8 1.6 1.3 3.0 1.2 15.9



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

３ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 603.26円 １株当たり純資産額 641.60円 １株当たり純資産額 638.71円

１株当たり中間純利益 15.64円 １株当たり中間純利益 21.13円 １株当たり当期純利益 33.32円

  
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額 
(百万円) 

― 72,120 ―

純資産の部の合計額から
控除する金額(百万円) 

― 7,435 ―

(うち少数株主持分) (―) (7,435) (―)

普通株式に係る中間期末
の純資産額(百万円) 

― 64,685 ―

１株当たり純資産額の算
定に用いられた中間期末
の普通株式の数(千株) 

― 100,818 ―

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円) 

1,598 2,130 3,499

普通株主に帰属しない 
金額(百万円) 

― ― 108

(うち、利益処分による
役員賞与金(百万円)) 

(―) (―) (108)

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円) 

1,598 2,130 3,391

普通株式の期中平均 
株式数(千株) 

102,179 100,821 101,776



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   2,829   1,587 3,007   

２ 受取手形 ※３ 2,560   2,998 2,802   

３ 売掛金   12,947   16,274 13,768   

４ たな卸資産   7,090   7,532 7,164   

５ その他   851   800 795   

６ 貸倒引当金   △12   △17 △17   

流動資産合計     26,268 37.0 29,175 39.1   27,521 37.1

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※１ 
※２ 

        

(1) 建物   5,631   5,730 5,532   

(2) 機械及び装置   7,858   7,132 7,616   

(3) 土地   10,266   10,266 10,266   

(4) その他   2,375   2,422 2,414   

有形固定資産 
合計 

  26,131   25,552 25,829   

２ 無形固定資産   8   25 10   

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券   10,712   11,826 13,749   

(2) 関係会社株式   4,839   5,294 4,987   

(3) 繰延税金資産   2,137   1,884 1,036   

(4) その他   803   943 949   

投資その他の 
資産合計 

  18,493   19,949 20,722   

固定資産合計     44,633 63.0 45,527 60.9   46,562 62.9

資産合計     70,901 100.0 74,703 100.0   74,083 100.0

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   5,201   5,913 5,474   

２ 短期借入金 ※２ 5,875   6,112 5,709   

３ 未払法人税等   680   1,061 786   

４ 賞与引当金   611   662 625   

５ 役員賞与引当金   ―   30 ―   

６ その他 ※４ 2,671   3,151 2,978   

流動負債合計     15,039 21.2 16,930 22.6   15,575 21.0



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 1,360   1,020 1,451   

２ 退職給付引当金   3,915   3,897 3,953   

３ その他の引当金   400   440 433   

固定負債合計     5,676 8.0 5,358 7.2   5,838 7.9

負債合計     20,715 29.2 22,289 29.8   21,413 28.9

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     21,838 30.8 ― ―   21,838 29.5

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   16,311   ― 16,311   

２ その他 
  資本剰余金 

  3,000   ― 3,000   

資本剰余金 
合計 

    19,311 27.2 ― ―   19,311 26.1

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   864   ― 864   

２ 任意積立金   4,020   ― 4,020   

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

  1,848   ― 3,080   

利益剰余金 
合計 

    6,732 9.5 ― ―   7,964 10.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    3,633 5.1 ― ―   5,342 7.2

Ⅴ 自己株式     △1,330 △1.8 ― ―   △1,788 △2.4

資本合計     50,185 70.8 ― ―   52,669 71.1

負債・資本 
合計 

    70,901 100.0 ― ―   74,083 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     ― ― 21,838 29.2   ― ―

２ 資本剰余金           

(1) 資本準備金   ―   16,311 ―   

(2) その他資本 
  剰余金 

  ―   3,000 ―   

資本剰余金 
合計 

    ― ― 19,311 25.9   ― ―

３ 利益剰余金           

(1) 利益準備金   ―   864 ―   

(2) その他利益 
  剰余金 

          

別途積立金   ―   5,520 ―   

繰越利益 
剰余金 

  ―   2,549 ―   

利益剰余金 
合計 

    ― ― 8,933 12.0   ― ―

４ 自己株式     ― ― △1,791 △2.4   ― ―

株主資本合計     ― ― 48,292 64.7   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金 

    ― ― 4,121 5.5   ― ―

評価・換算 
差額等合計 

    ― ― 4,121 5.5   ― ―

純資産合計     ― ― 52,414 70.2   ― ―

負債純資産 
合計 

    ― ― 74,703 100.0   ― ―

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     20,177 100.0 24,076 100.0   42,220 100.0

Ⅱ 売上原価     15,699 77.8 18,637 77.4   32,796 77.7

売上総利益     4,477 22.2 5,439 22.6   9,424 22.3

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    3,034 15.0 3,015 12.5   5,939 14.1

営業利益     1,443 7.2 2,423 10.1   3,484 8.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   281 1.4 346 1.4   402 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   91 0.5 137 0.6   231 0.5

経常利益     1,632 8.1 2,633 10.9   3,655 8.6

Ⅵ 特別利益 ※３   85 0.4 ― ―   85 0.2

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※７ 

  89 0.4 54 0.2   174 0.4

税引前中間 
(当期)純利益 

    1,628 8.1 2,578 10.7   3,566 8.4

法人税、住民税 
及び事業税 

  603   954 1,440   

法人税等調整額   ― 603 3.0 ― 954 4.0 △131 1,309 3.1

中間(当期) 
純利益 

    1,025 5.1 1,624 6.7   2,257 5.3

前期繰越利益     823 ―   823 

中間(当期) 
未処分利益 

    1,848 ―   3,080 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 

資本準備金 その他資本 
剰余金 

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合計 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 21,838 16,311 3,000 19,311 864 4,020 3,080 7,964 △1,788 47,326 

中間会計期間中の変動額                     

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― ― ― △604 △604 ― △604 

 役員賞与金(注) ― ― ― ― ― ― △51 △51 ― △51 

 別途積立金の積立て(注) ― ― ― ― ― 1,500 △1,500 ― ― ― 

 中間純利益 ― ― ― ― ― ― 1,624 1,624 ― 1,624 

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― △3 △3 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― ― ― 1,500 △531 968 △3 965 

平成18年９月30日残高(百万円) 21,838 16,311 3,000 19,311 864 5,520 2,549 8,933 △1,791 48,292 

  

評価・換算 
差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,342 52,669 

中間会計期間中の変動額     

 剰余金の配当(注) ― △604 

 役員賞与金(注) ― △51 

 別途積立金の積立て(注) ― ― 

 中間純利益 ― 1,624 

 自己株式の取得 ― △3 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △1,221 △1,221 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △1,221 △255 

平成18年９月30日残高(百万円) 4,121 52,414 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

   …総平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

   …総平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

   …総平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間決算日の市場 

     価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は総平均法により算

定) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間決算日の市場 

     価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は総平均法により

算定) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均

法により算定) 

    時価のないもの 

    …総平均法による原価法 

    時価のないもの 

    …総平均法による原価法 

    時価のないもの 

    …総平均法による原価法 

 (2) たな卸資産 

   総平均法に基づく低価法 

 (2) たな卸資産 

同左 

 (2) たな卸資産 

同左 

      

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産…定率法 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法によっている。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

   機械装置及び車両運搬具 

２～15年 

建物及び構築物 ３～60年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産…定率法 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産…定率法 

同左 

 (2) 無形固定資産…定額法 

   なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(主として５年)

に基づく定額法を採用してい

る。 

 (2) 無形固定資産…定額法 

同左 

 (2) 無形固定資産…定額法 

同左 

 (3) 長期前払費用…均等償却  (3) 長期前払費用…均等償却  (3) 長期前払費用…均等償却 

      

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ている。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支

給見込額に基づき計上してい

る。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

同左 

―――  (3) 役員賞与引当金 

   役員に対する賞与の支出に備

えるため、当期末における支

給見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

いる。 

――― 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上している。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処

理することとしている。 

 (4) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき計上している。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処

理することとしている。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては特例

処理の要件を満たしているの

で特例処理を採用している。 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…金利スワップ 

   ヘッジ対象…変動金利借入金 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

   ヘッジ対象に係る金利変動リ

スクは変動金利借入金の一部

について、ヘッジしている。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性の評価方法 

   金利スワップは、契約締結時

にリスク管理方針に従って、

同一金額で同一期日の金利ス

ワップをそれぞれの変動金利

借入金に振当てているため、

その後の市場金利の変動によ

る相関関係は完全に確保され

ているので、当中間会計期間

末における有効性の評価を省

略している。 

 (4) ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

 (4) ヘッジ有効性の評価方法 

   金利スワップは、契約締結時

にリスク管理方針に従って、

同一金額で同一期日の金利ス

ワップをそれぞれの変動金利

借入金に振当てているため、

その後の市場金利の変動によ

る相関関係は完全に確保され

ているので、当期末における

有効性の評価を省略してい

る。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっている。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用している。これに

より税引前中間純利益は27百万円減

少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

(役員賞与引当金に関する会計基準) 

 「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準第４号 平成17年11

月29日)が会社法施行日(平成18年５

月１日)以後終了する事業年度の中

間会計期間から適用されることに伴

い、当中間会計期間より当該会計基

準を適用している。これにより前事

業年度と同一の基準を適用した場合

に比べて、販売費及び一般管理費が

30百万円増加し、営業利益、経常利

益および税引前中間純利益がそれぞ

れ同額減少している。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準

第５号 平成17年12月９日)および

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日)が会社法施行日(平成18

年５月１日)以後終了する中間会計

期間に係る中間財務諸表から適用さ

れることに伴い、当中間会計期間よ

り当該会計基準を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、52,414百万円である。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当期より、固定資産の減損に係る

会計基準(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31

日)を適用している。これにより税

引前当期純利益は27百万円減少して

いる。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してい

る。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産 

  減価償却累計額 

  60,265百万円

※１ 有形固定資産 

  減価償却累計額 

  60,898百万円

※１ 有形固定資産 

  減価償却累計額 

  61,170百万円

※２ 担保に供している資産 

   有形固定資産のうち 

   をもって財団を組成し、長期

借入金(１年以内返済予定の

長期借入金を含む)555百万円

の担保に供している。 

  建物   

  4,015百万円

  機械及び装置 

  6,821百万円

  土地   

  3,753百万円

  その他の有形固定資産 

  327百万円

  計 14,918百万円

※２ 担保に供している資産 

   有形固定資産のうち 

   をもって財団を組成し、長期

借入金(１年以内返済予定の

長期借入金を含む)136百万円

の担保に供している。 

  建物   

  3,739百万円

  機械及び装置 

  5,953百万円

  土地   

  3,753百万円

  その他の有形固定資産 

  284百万円

  計 13,731百万円

※２ 担保に供している資産 

   有形固定資産のうち 

   をもって財団を組成し、長期

借入金(１年以内返済予定の

長期借入金を含む)395百万円

の担保に供している。 

  建物   

  3,858百万円

  機械及び装置 

  6,292百万円

  土地   

  3,753百万円

  その他の有形固定資産 

  304百万円

  計 14,209百万円

――― ※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理している。 

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休業日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高から除かれている。 

受取手形 475百万円

――― 

※４ 未払消費税等 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債

「その他」に含めて表示して

いる。 

※４ 未払消費税等 

同左 

――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 222百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 274百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 248百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 42百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 41百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 81百万円

※３ 特別利益の内訳 

投資有価証券 

売却益 
85百万円

――― ※３ 特別利益の内訳 

投資有価証券 

売却益 
85百万円

※４ 特別損失の内訳 

固定資産除却損 36百万円

固定資産売却損 25百万円

減損損失 27百万円

※４ 特別損失の内訳 

固定資産除却損 54百万円

※４ 特別損失の内訳 

固定資産除却損 121百万円

減損損失 27百万円

固定資産売却損 25百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,215百万円

無形固定資産 1百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,126百万円

無形固定資産 3百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,534百万円

無形固定資産 4百万円



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ６ 当中間会計期間における税金

費用については、簡便法によ

り計算しているため、法人税

等調整額は「法人税、住民税

及び事業税」に含めて表示し

ている。 

 ６     同左 ――― 

※７ 減損損失 

当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上した。 

   当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎とし、遊休資産お

よび賃貸用資産については

個々の資産ごとにグルーピン

グしている。このうち、市場

価格が著しく下落した遊休資

産について帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失(27百万円)とし

て特別損失に計上した。その

内訳は、土地27百万円であ

る。 

   なお、当資産グループの回収

可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、路線価によ

る相続税評価額に基づいて評

価している。 

場所 用途 種類 

福島県 
いわき市 

遊休資産 土地 

――― ※７ 減損損失 

当期において、当社は以下の

資産グループについて減損損

失を計上した。 

   当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎とし、遊休資産お

よび賃貸用資産については

個々の資産ごとにグルーピン

グしている。このうち、市場

価格が著しく下落した遊休資

産について帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失(27百万円)とし

て特別損失に計上した。その

内訳は、土地27百万円であ

る。 

   なお、当資産グループの回収

可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、路線価によ

る相続税評価額に基づいて評

価している。 

場所 用途 種類 

福島県
いわき市 

遊休資産 土地 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

  

次へ 

  
前事業年度末 
株式数(千株) 

当中間会計期間
増加株式数(千株) 

当中間会計期間
減少株式数(千株) 

当中間会計期間末 
株式数(千株) 

自己株式         

    普通株式 4,115 5 ― 4,120 



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してい

る。 

  
工具器具 
備品等 

取得価額 
相当額 

230百万円 

減価償却 
累計額相当額 

86百万円 

減損損失 
累計額相当額 

―百万円 

中間期末 
残高相当額 

143百万円 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してい

る。 

  
工具器具
備品等 

取得価額 
相当額 

233百万円

減価償却 
累計額相当額 

131百万円

減損損失 
累計額相当額 

―百万円

中間期末 
残高相当額 

102百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定している。 

工具器具 
備品等 

取得価額
相当額 

233百万円 

減価償却
累計額相当額 

109百万円 

減損損失
累計額相当額 

―百万円 

期末残高
相当額 

124百万円 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定している。 

１年以内 43百万円

１年超 99百万円

計 143百万円

リース資産減損 
勘定の残高 

―百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定している。 

１年以内 42百万円

１年超 60百万円

計 102百万円

リース資産減損
勘定の残高 

―百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

している。 

１年以内 43百万円

１年超 80百万円

計 124百万円

リース資産減損 
勘定の残高 

―百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 19百万円

リース資産減損勘定 
の取崩額 

―百万円

減価償却費相当額 19百万円

減損損失 ―百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 22百万円

リース資産減損勘定
の取崩額 

―百万円

減価償却費相当額 22百万円

減損損失 ―百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 41百万円

リース資産減損勘定 
の取崩額 

―百万円

減価償却費相当額 41百万円

減損損失 ―百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

中間貸借対
照表計上額 
(百万円) 

時価 
  

(百万円) 

差額 
  

(百万円) 

中間貸借対
照表計上額
(百万円) 

時価
  

(百万円) 

差額
  

(百万円) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価 
  

(百万円) 

差額 
  

(百万円) 

子会社株式 2,563 4,152 1,588 2,710 4,062 1,351 2,710 5,288 2,577

               



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第111期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月29日 
関東財務局長に提出 

(2) 自己株券買付状況報告書 

    

平成18年４月４日 
平成18年５月９日 
平成18年６月２日 
平成18年７月３日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

堺化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている堺化学

工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、堺化学工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

ナニワ監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  河  義  夫  ㊞ 

      

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  馬  塲  泰  德  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が中間連結

財務諸表に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月15日

堺化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている堺化学

工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、堺化学工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

ナニワ監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  河  義  夫  ㊞ 

      

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  馬  塲  泰  德  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が中間連結

財務諸表に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

堺化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている堺化学

工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第111期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、堺化学工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

ナニワ監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  河  義  夫  ㊞ 

      

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  馬  塲  泰  德  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が中間財務

諸表に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月15日

堺化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている堺化学

工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第112期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、堺化学工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

ナニワ監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  河  義  夫  ㊞ 

      

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  馬  塲  泰  德  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が中間財務

諸表に添付する形で別途保管している。 
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